
 

１ 相 談 支 援 事 業                    

 

（１）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

 

 

① 近隣市町村と共同実施している事例〔深川市〕 

 

★ ポイント ★ 

 ２４時間３６５日を通じて相談支援事業に対応できる体制を地域に確保するた

め、近隣市町村と共同実施している事例です。 

 広域的な事業となることから、関係市町村への専門的な指導、助言等も行える体

制を確保するとともに、居住サーポート事業や地域活動支援センター事業を一体的

に実施しています。 

 居住サーポートは、日中の生活面と併せた支援が必要となることから、単独市町

村での相談体制確保が困難な場合の参考としてください。 

 

② 地域移行とともに生活全般の支援を実施している事例〔伊達市〕 

 

★ ポイント ★ 

 施設や病院からの地域移行や在宅等からの住み替えなど、障がい者の地域での生

活を支援するため、居住サポートを主に自立生活全般にわたる支援を実施している

事例です。 

 障がい者が希望する地域での安心した暮らしを支援する体制づくりの参考とし

てください。 

 

※ 障害者自立支援法の改正関連 

  法の一部改正により平成24年４月から「相談支援の充実」を図るため、現行の

「居住サポート事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給付化

（「地域定着支援」）することとなっています。 
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市町村地域生活支援事業（住宅入居等支援事業［居住サポート事業］） 

市町村名  深川市

 

１ 事業実施方法 

(1) 単独・複数市町村共同実施の状況 

北空知 1市 5 町（深川市、妹背牛町、秩父別町、北竜町、沼田町、幌加内町）で実

施  

幌加内町が上川総合振興局管内となったが、地域生活支援事業については北空知で

の共同実施を継続している 

(2) 直営・委託・補助の状況（委託・補助の場合は指定相談支援事業所など委託先） 

指定相談支援事業所である社会福祉法人広里会 北空知障がい者支援センターあ

っぷるに事業委託（地域活動支援センターⅠ型を含む） 

 

２ 事業内容（入居支援、24 時間支援、居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整） 

相談支援事業を 24 時間 365 日体制で対応できる体制を確保するよう委託しており、その中

で住居サポート事業に関する次の内容について対応している。 

・アパートへの入居支援 

・訪問相談支援、24h 相談対応 

・ホームヘルプサービスや訪問看護、給食サービス等のサービスの調整 

・入居契約における保証人の対応 

 

 

３ 相談体制の状況（相談窓口・人員・職種、連携体制(ﾈｯﾄﾜｰｸ・協力機関・自立支援協議会との関係）、

障がい者以外の対象の有無等) 

北空知障がい者支援センターあっぷるに居住サポート事業を含めた相談窓口を設置、精

神保健福祉士 1 名（常勤・センター長兼務）と相談支援員 2 名（常勤）で対応（夜間の相

談は携帯電話で受け付け）。 

連携体制としては、案件毎に行政機関、医療機関、通所施設、グループホーム、居宅介

護事業所等を必要に応じて招集し、個別ケア会議を開催し情報の共有化を図っている。 

支援センターは自立支援協議会の事務局も担当しているが、自立支援協議会として支援

体制を検討していく体制はできていない。 

障がい手帳を所持しない方からの相談にも応じているが、現状のところ支援センターが

主体となった居住サポート事業に該当する案件の支援実績はなし。 

 

 

４ 事業費（22 年度予算及び内訳） 

委託料 相談支援事業 8,451 千円 

（内訳：人件費 6,491 千円 事務費 470 千円 事業費 794 千円 一般管理費 246 千円） 
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５ 事例紹介（この事業に至るまでや現状等も含めて） 

障がい者支援センターが主体となった居住サポート事業の支援実績はないが、事業を委

託する以前より、深川市内の障がい者団体で組織する「深川市障がい者ネットワーク協会」

において、障がい者に関する就労支援、住居支援等のテーマを決めて独自に取り組んでい

た。 

 

【ネットワーク協会で取り組んだ住居支援に関する事例】 

平成 19 年に、深川市内の不動産業者を回り、障がい者が入居可能な 10 件の物件を確保。

このほか、全室空室のアパート１棟（６戸）を入居可能とすることができた。 

現在 2 名が利用しており、障がい者支援センターが日常の生活の支援をしている。日中

は地域活動支援センターを利用している。 

 

（アパートへの入居支援をした一例①） 

 Ａ氏  主病名：てんかん（易怒性、2～3ヶ月に 1回程度のてんかん発作） 

 経済状況：障害基礎年金１級、生活保護 

 

 平成 20 年、市内精神科病院 PSW より情報提供あり。 

 金銭等のトラブルから兄弟との仲が悪く、飲酒や易怒性から暴力行為に至り、他者とのトラ

ブルが絶えず、警察等が介入し入退院を繰り返している状況であった。 

 入院中に支援センター相談員が面会し、相談支援と地域活動支援センター通所の契約及び単

身生活の希望を確認する。入居可能なアパートを紹介し、入居契約。当時、保証人となる親族

がおらず支援センターのセンター長が保証人となる。 

 生活状況においては、障害基礎年金 1級と生活保護を受給していたが、年金 2カ月分を 1ヶ

月で使い込んでしまうことから、こづかい帳を付けるなどの金銭管理を開始。しかし、意に沿

わないことや些細なことで興奮しやすく、暴力団との関わりをほのめかす電話をかけてきた

り、暴言、支援センタースタッフにも刃物を持って手を挙げるなどの行為が続き、経済状況の

改善はみられなかった。 

 

 平成 22 年より担当相談員の変更にともない、支援方針の見直しを図る。信頼関係の構築、

医療機関との情報共有、行政機関と連携し兄弟関係の調整、金銭を預かり経済状況の安定化を

図ること、面談を重ね感情をコントロールできるようになるよう支援を進めることとした。 

これまで、てんかん発作の状況については多くを語らなかったが、ひどく疲れた時に発作が

起こっていること、発作時にはＡ氏自ら救急車を呼び病院にかかっていることが判明した。ま

たＡ氏は、義理堅くて優しく繊細な気持ちがある反面、常に強い不安を抱えており、自分の身

を守るために刃物を持ち暴れてしまっていることが関わりの中で分かってきた。 

 

 現在では、単身生活に慣れてきたこともあってか暴力行為はみられなくなり、概ね落ち着い

た生活ができるようになっている。経済面においても 1日 1,000 円程度の生活費でやりくりで

きるようになりつつある。また、Ａ氏の人柄を考慮し、精神障がい者地域生活支援事業におけ

るピアサポーターとして委嘱している。対象者の退院支援を行いながら、地域活動支援センタ

ーに通所している状況にある。しかし、関わり方や関わる人によっては興奮する場面もあるこ

とから、今後も継続的な支援は必要である。 
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（アパートへの入居支援をした一例②） 

Ｂ氏  主病名：統合失調症 

経済状況：障害厚生年金 2級 

 

 高校、職業訓練校を卒業後、土木関係や運送会社を数か所勤務、離婚時期は不明だが一度結

婚歴あり。3０歳代で発病、発病後は両親の住む実家で一緒に暮らしていた。 

平成 17 年頃から精神科デイケアに通い、平成 19 年より当センター利用開始。特に相談事は

無く経過していたが、平成 20 年に本人から、「一人暮らしがしたい」と申し出がある。家族の

意向としては、本人が単身生活を継続できる能力があるのかが心配で、あまり賛成していない

様子だったが本人および家族、関係機関を交え面談とアパートの見学を行う。 

 就労したいという意欲はあるが、長続きしない点や飲酒による浪費癖、食事作りなどの課題

があげられ、この課題に対して、家族による金銭管理とセンターの相談支援を受けながら単身

生活をすること、デイケアや地域活動支援センターの通所、本人が同意、アパートの契約を締

結。家族が保証人となっている。また、日中活動にはデイケアと地域活動支援センターの通所

を開始した。 

 

 支援を受けながら、通所および日常生活は概ね継続できていた様子。さらに本人から働きた

いという希望があり、平成 21 年には就労継続支援Ｂ型を申請したが、たび重なる繁華街での

多量飲酒および浪費が発覚し入院。2 週間ほどで退院し、就労支援事業所を利用したいとの希

望があり、担当者会議を開催。将来的には一般就労を視野に入れていく方向性で支援が進めら

れた。 

 就労支援を受けながら、本人独自で仕事を見つけパート勤務を始めるが 2週間ほどで辞め、

次の企業では、企業に障害があることを伏せていたため、業務で不都合が生じたこと（運転免

許はあるが、仕事での車の運転は禁止されていた）で続けられなくなり、離職している。 

 そこで就労支援事業所と話し合い、障害者であることを伏せずに一般就労を目指すことや、

さらに就労のためのスキルアップを目的として、平成 22 年より就労移行支援事業の利用を開

始することとした。 

 

 現在、生活にも慣れ、金銭管理に関しても通帳は本人が所持し、家族は通帳の確認をする程

度になっている。通所に関しても継続できており、就労移行支援のスタッフと相談しながら、

一般就労に向けた就労支援が進められているところである。 

 

【当市の今後について】 

自立支援協議会設立後、自立支援協議会で北空知一帯を対象として何をどのように検討した

ら良いのか、また、深川市障がい者ネットワーク協会とどの様に連携をとればよいのかなどが

明確になっておらず、今後、居住サポート事業の役割分担などの整理を含め、自立支援協議会

としての具体的な取り組みを進めていく必要がある。 

 

 

６ 参考資料 

北空知 1市 5町の「障がい者地域生活支援事業の広域実施に関する協定書 
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市町村地域生活支援事業（住宅入居等支援事業［居住サポート事業］） 

市町村名 伊達市  

 

１ 事業実施方法 

(1) 単独・複数市町村共同実施の状況 

単独実施 

(2) 直営・委託・補助の状況（委託・補助の場合は指定相談支援事業所など委託先） 

委託（委託先：社会福祉法人 北海道社会福祉事業団 

伊達市障がい者総合相談支援センターあい） 

平成２０年度から委託 

 

２ 事業内容（入居支援、24 時間支援、居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整） 

○ 入居時支援  

住宅の確保、契約の援助・代行、引っ越し、転居(住民票・光熱・郵便・手帳や年金等

の住所変更等)、近隣への挨拶同行等 

○ ２４時間支援  

事務所開設時間外は、携帯電話で対応。 

○ サポート体制の調整 

ホームヘルパー、訪問看護、給食(配食含む)サービス等の利用調整。その他の日常的

なヘルプコールに対する支援は委託先事業所が担っている。    

 

３ 相談体制の状況（相談窓口・人員・職種、連携体制(ﾈｯﾄﾜｰｸ・協力機関・自立支援協議会との関係）、

障がい者以外の対象の有無等) 

○ 相談窓口 委託先事業所。３名（常勤換算３名）。相談支援専門員。 

○ 連携体制の状況  

・知的障がい者～福祉サービス事業所 

・精神障がい者～病院(CW・看護師・相談室)、生活訓練施設等の福祉サービス事業所 

・身体障がい者～行政 

○自立支援協議会との関係 

 支援センターに自立支援協議会運営を委託。協議会では相談支援事業所として実績を報

告する他、事業の必要なケースの紹介を行っている。 

○対象 

 障がい者(児)（手帳の有無にかかわらず、ニーズがあれば行っている） 

 

 

４ 事業費（22 年度予算及び内訳） 

○１，２００，０００円   
【内訳】１００，０００円×１２か月 
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５ 事例紹介（この事業に至るまでや現状等も含めて） 

１ 事業に至るまでの経過及び現状 

委託先である社会福祉法人北海道社会福祉事業団は、昭和４３年の北海道立知的障害

者総合援護施設太陽の園の開所時から運営管理を受託し、利用者の希望を叶えるべく当

初から地域移行を進めてきました。昭和４８年には、入所施設と地域生活の中間的役割

を果たす伊達市立通勤寮の設置に伴いその運営管理についても受託をし、入所施設→通

勤寮→共同住宅・下宿・自立アパートの流れの中で当然住宅の確保、契約行為の援助・

代行、転居後の継続的な支援を行い、地域生活移行のノウハウを培ってきたところです。

 

市立通勤寮は現在の「だて地域生活支援センター」となり、委託事業所の職員もこの

センターの勤務経験者であることから、この居住サポート事業を行うに際しては、施設

や病院からの単身生活、在宅や借家からの住み替えにこれまでのノウハウを生かし、利

用者・相談者のニーズを充足させるべく各機関との連携を図りながら行っています。 

 

期限は基本６ヶ月、必要に応じ最大一年間となっていますが、平成 20 年度から当事業

を利用した方は計 13 名おり、その方々全員が最大の一年間を利用されていて、またその

後も委託事業所の支援を離れない限り、現実的には支援は継続されています。また、こ

の事業の対象になっていない方々の支援も継続的或いは断続的に同じように行われてお

り、中には障害者手帳を所持していない方の居住支援も含まれます。 

 

２ 事例（別紙に記載） 

事例１ 精神障がいがある方のケース 

  事例２ 知的障がいがある方のケース 

 

３ まとめ 

居住サポート事業は、居住支援を主に自立生活全般の支援を行う必要があることから、

相談支援事業所、福祉サービス事業所はもとより、日中活動の場や職場、地域などの協

力や連携の元に実施されるべきものと思われます。 

 

障がいのある方の支援は、限られた一定期間内で終了する方も勿論いらっしゃいます

が、殆どの方、特に知的障がい者の場合は、生涯にわたっての継続的な支援が必要とな

りますし、精神障がい者の場合も、訪問看護やホームヘルプだけでは、十分な支援がな

されているとは言えない現状にあることから、各機関との協力体制のもとに支援体制の

強化を図る必要があります。 

 

 

６ 参考資料 

(1) 事例１、２ 

(2) 相談連携体制イメージ図 
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伊達市障がい者住宅入居等支援(居住サポート)事業利用事例 

 

 事例 １ 事例 ２ 

性 別 男 男 

主障がい 精 神 知 的 

利 

用 

者
同居者 無 し 妻(知的障がい) 

利用期間 12ヶ月 12ヶ月 

支援前 病院（精神科） アパート 住 

居 支援後 アパート アパート 

保 証 人 父親 無し～保証協会利用 

利用の理由 

・双極性鬱にて入院 

・状態が安定し、本人が退院・単身

 生活を希望。 

（親との折り合い悪く他市より転入

 し、生活保護を受けながら求職）

・階下住人(知的障がい者)とのトラ 

 ブル頻発 

・以前より転居を希望しており、 

 保証人がいなかった。 

主  な 
支援内容 

・住宅探し、見学 

・意向確認 

・事業申請手続き、契約手続き 

・就労支援事業所利用サービスの 

 確認・見学・挨拶同行 

・生活保護相談同行 

・入居後支援 

 (各機関調整、事業所訪問、 

  住宅定期訪問) 

・住宅探し、見学、意向確認 

・不動産へ公的保証人の説明・了解 

・事業申請手続き、契約手続き 

・引っ越し支援 ・保険加入 

・買い物同行 

・光熱関係等連絡 

・自治会、近隣挨拶同行 

・入居後部分支援 

（職場訪問、住宅定期訪問） 

利用期間中

の支援回数 
延べ５０回（１,０４６分） 延べ７６回（２,３３０分） 

その他 

・利用期間終了後についても、定期訪

問や病院同行、トラブル時の相談・対

応などを関係機関との調整を図りな

がら支援を行っている。 

・利用終了期間後についても、定期訪

問や職場への連絡・調整などを関係機

関との調整を図りながら支援を行って

いる。 
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相談連携体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

家 

主 

 

 

手
続
き
等
の
支
援 

利用者 

賃 貸 契 約 に よ る 一 般 住 宅 へ の 入

居 を 希 望 し て い る が 、 保 証 人 が

い な い 等 の 理 由 に よ り 入 居 が 困

難 な 障 が い の あ る 方  

不動産業者 

斡

旋

約契居入 

物件斡

旋依頼

相談室あい 

（居住サポート事業者）

調
整
・
連
絡
等 

支援 

市役所 

保健福祉窓口 

公営住宅窓口 

 

 

委託

 

 

調 

整 

障がい福祉サービス事業者

相談支援事業者、医療機関

就労先企業、賃貸保証会社

親族等、近隣住民 

インフォーマルサービス 

（配食等） 

支
援 

（
２
４
時
間
対
応
） 

相
談 
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